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株式会社スノーピーク

当社は、上記の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、当社ホームペ

ージ（https://www.snowpeak.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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会社の新株予約権等に関する事項

（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称 太陽有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27,470千円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,470千円

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る
会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けており
ます。

３．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査
人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額等の妥当性を検討した結果、会計
監査人の報酬等について会社法第399条第１項及び同条第３項の同意を行なっております。

（3）非監査業務の内容

該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に

提出いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定し

た監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。
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会社の体制及び方針

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び体制

当社は、経営の健全性・透明性・信頼性・迅速性、コーポレート・ガバナンスの充実のため、経営環境

の変化に迅速に対応できる組織体制と株主をはじめとするステークホルダー重視の公正・公平な経営シス

テムを構築、維持改善していくことを、極めて重要な経営課題の一つとして認識しております。

また、当社はIR活動、株主総会等を通じて、株主と密接なコミュニケーションを図ることにより、アカ

ウンタビリティを果たし、株主の信頼強化を図ると共に、コンプライアンスの遵守に努めてまいります。

（2）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するた

めの体制

当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するための体制を整備するために、「内部統制システム構築の基本方

針」を下記の通り決議しております。

ａ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①取締役・使用人（以下、「取締役を含む役職員」とする。）は、会社経営に関する重要事項及び業務執行

状況を取締役会に報告して情報の共有化を図り、それに関する意見を交換することにより、取締役会に

よる取締役の業務執行の監督を充実させる。

②取締役会は、取締役会規程に従い、取締役会に付議された議案が十分審議される体制をとり、会社の業

務執行に関する意思決定が法令及び定款に適合することを確保する。

③代表取締役は、法令又は取締役会から委任された会社の業務執行を行うと共に、取締役会の決定、決議

及び社内規程に従い業務を執行する。

④取締役を含む役職員が、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準としてのコンプライアンス規程を

制定する。また、コンプライアンス規程に違反する行為を未然に防ぐため、会社内部に通報窓口を設け

る。

⑤取締役を含む役職員に対して、教育、研修を実施し、法令及び定款の遵守並びに浸透を図る。

⑥取締役を含む役職員に対して、他社で発生した重大な不祥事や事故についても、速やかに周知する他、

必要な教育を実施する。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、法令及び文書管理規程の他、社内規程に

則り作成、保存、管理する。

②情報の不正使用及び漏洩の防止のためのシステムを確立し、情報セキュリティ施策を推進する。
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ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社のリスク管理体制を体系的に定めるリスク管理規程を制定する。

②リスク・コンプライアンス委員会の委員長は、リスクの予防に努める他、リスク管理規程に基づき想定

されるリスクに応じた有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備する（大規模事故・災害・

不祥事の発生時における緊急対策本部の設置等）。

③リスク・コンプライアンス委員会の運営を司る部門として総務本部管理部法務課内にリスク・コンプラ

イアンス委員会事務局を設置する。

④リスク管理規程に基づき各部門にリスク・コンプライアンス部門責任者を配置し、各部門において継続

的にリスクを監視する。

⑤内部監査室は、監査等委員会と連携して、各種リスクの管理状況の監査を実施する。

⑥会社に発生した、又は発生する恐れのあるリスクを発見した役職員が直接リスク・コンプライアンス委

員会に連絡できる内部通報窓口を設ける。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの分担

を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保する。

②取締役会は、中期経営計画、年度計画及び部門別、店舗別の業績目標を設定し、代表取締役、取締役及

び執行役員がその達成に向けて職務を遂行した成果である実績を管理する。

③取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定並びに取締役及び執行役員の業務の執行状況について

報告を行い、取締役及び執行役員の職務の執行について監視・監督を行う。また、職務の執行が効率的

に行われることを補完するため、経営に関する重要事項について協議する経営会議を毎月１回以上開催

する。

ｅ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

①子会社等が当社の法令等遵守体制をベースに各社固有の事情を踏まえた実効性ある法令等遵守体制を構

築できるよう推進し、コンプライアンス上の重要事項については報告を求める。

②内部監査室は、子会社等の重要な業務運営についての監査を実施し、その結果を取締役会、経営会議及

び監査等委員会に報告する。

ｆ．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき特定の取締役及び使用人の設置が必要な場合、監査等委員会はそ

れを指定できるものとする。
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ｇ．前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び

当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会よりその職務に係る指揮命令を受けた取締役及び使用人は、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）及び所属長の指揮命令を受けないものとする。また、当該取締役及び使用人の人事異動及

び人事考課を行う場合は、監査等委員会の意見を聴取し、その意見を十分尊重して実施するものとする。

ｈ．当社グループの取締役を含む役職員が監査等委員会に報告するための体制及びその他の監査等委員会へ

の報告に関する体制

①取締役を含む役職員は、取締役会等の重要な会議において随時、担当する業務の執行状況について報告

を行う。

②当社グループの取締役を含む役職員は、監査等委員会の求めに応じて会社の業務の執行状況について報

告する。

③取締役を含む役職員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したとき、又は通報を受けた

ときは、速やかに監査等委員会に報告する。

④監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止する。

ｉ．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前

払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について必要な費用

の前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でない

と認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を支払う。

ｊ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合を持ち監査上の重要課題について意見交換を行う。

②監査等委員会は、会計監査人と定期的に会合を持ち意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて

会計監査人に報告を求める。

③内部監査室は、内部監査規程に則り監査が実施できる体制を整備し、監査等委員会との相互連携を図

る。

ｋ．反社会的勢力排除に向けた体制

当社は「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基づき市民社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たない。反社会的勢力からの経営活動の妨害や被害、

誹謗中傷等の攻撃を受けた場合の対応は、総務本部管理部法務課とし、対応責任者は総務本部長とする体

制を整備し、警察等関連機関と連携し、組織全体で毅然とした対応をする。
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ｌ．財務報告の適正性を確保するための体制

「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定めると共に、財務報告に係る内部統制が有効に行われる体

制の整備、維持、向上を図る。

（3）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するために必要な体制の運用状況の概要

①主な会議の開催状況として、取締役会は15回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職

務執行の適正性及び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が全てに出席いたしま

した。その他、監査等委員会は15回、経営会議は24回開催いたしました。

②監査等委員会は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役及

び他の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図っておりま

す。

③内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の監査、内部統制

監査を実施いたしました。

（4）株式会社の支配に関する基本方針

現時点で、当社は、当社の株式の大量取得を行うものに対して、これを防止するための具体的な取り組

み（買収防衛策）を定めておりませんが、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、慎重に検討

を行ってまいります。
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連結株主資本等変動計算書

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,779,316 5,132,783 3,063,286 △346,640 10,628,745

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,466 △235,466

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,727,286 2,727,286

自 己 株 式 の 取 得 △121 △121

自 己 株 式 の 処 分 355 114,856 115,212
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－

当 期 変 動 額 合 計 － 355 2,491,819 114,735 2,606,911

当 期 末 残 高 2,779,316 5,133,139 5,555,105 △231,904 13,235,657

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,755 △67,690 △55,934 6,217 10,579,028

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △235,466

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ 2,727,286

自 己 株 式 の 取 得 － △121

自 己 株 式 の 処 分 － 115,212

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

416,923 248,616 665,540 △1,805 663,735

当 期 変 動 額 合 計 416,923 248,616 665,540 △1,805 3,270,646

当 期 末 残 高 428,679 180,926 609,606 4,411 13,849,674
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連 結 注 記 表
自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数

８社

主要な連結子会社の名称

株式会社スノーピークウェル

Snow Peak Korea, Inc.

株式会社スノーピークビジネスソリューションズ

株式会社スノーピーク地方創生コンサルティング

株式会社スノーピーク白馬

Snow Peak London, Limited.

Snow Peak USA, Inc.

Snow Peak HOSPITALITY, LLC

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数

３社

関連会社の名称

株式会社デスティネーション十勝

株式会社新潟デザイン＆キャピタル

株式会社キャンパーズアンドアングラーズ

新たに設立した株式会社新潟デザイン＆キャピタル及び株式会社キャンパーズアンドアングラーズにつ

いては、当連結会計年度より持分法適用範囲に含めております。

(3) 持分法の適用手続きについて特に記載すべき事項

持分法適用関連会社は、決算日が連結決算日と異なりますので、当該会社の四半期決算を基にした仮決

算により作成した財務諸表を使用しております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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(5) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により、売却原価

は、移動平均法による）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ たな卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の通りであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～15年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次の通りであります。

ソフトウエア ５年

ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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ロ 役員株式給付引当金、従業員株式給付引当金

株式交付規程に基づく当社の取締役および従業員への当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度

末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

ハ 役員退職慰労引当金

連結子会社において役員の退職慰労金の支給に備えるため、該当規程に基づく負担見込額を計上して

おります。

ニ 製品保証引当金

製品の販売後に発生する補償費用（無償のアフターサービスに要する費用）に備えるため、将来の補

修見積数量に基づく負担見込額を計上しております。

ホ ポイント引当金

顧客に付与したポイントの利用による費用負担に備えるため、使用実績率に基づく負担見込額を計上

しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ 重要な外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含

めております。

ロ 退職給付に係る会計処理の方法

連結子会社２社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ハ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

ニ のれんの償却方法

のれんは、５年間で均等償却しております。

２ 会計上の見積りに関する注記

たな卸資産の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 2,786,837千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

商品及び製品の評価方法は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。当社の商品及び製品にはキャンプ用品を主としたア

ウトドア製品、アパレル製品等があり、以下の方法により、収益性の低下の事実を連結計算書類に反

映させております。

しかし、当初想定できなかった商品及び製品需要等により、在庫状況に変化が生じた場合には、翌

連結会計年度における追加のたな卸資産の評価損が計上される可能性があります。

①アウトドア製品

一定の回転期間を超過する品目について、過去の販売状況及び今後の販売方針を検討し、滞留在庫

と判定したものは帳簿価額を正味売却価額又は処分見込価額まで切り下げております。

②アパレル製品

アパレル製品には、複数シーズンにわたり継続して管理・販売している定番品と「春夏」と「秋

冬」単位で管理・販売しているシーズン品があります。

・定番品

販売開始後一定期間以内のものは、一定の回転期間を超過する品目について、過去の販売状況及び

今後の販売方針を検討し、滞留在庫と判定したものは帳簿価額を正味売却価額又は処分見込価額まで

切り下げております。さらに、販売開始後一定期間経過後は、一定の回転期間を超過する品目につい

て、規則的に帳簿価額を切り下げております。

・シーズン品

販売開始後の経過期間に応じて規則的に帳簿価額を切り下げております。

３ 会計上の見積りの変更に関する注記

(製品保証引当金)

製品保証引当金は、製品の販売後に発生する補償費用(無償のアフターサービスに要する費用)に備える

ため、過去の実績率に基づく負担見込額を計上しておりましたが、当連結会計年度において補修実績のデ

ータベース化により、将来の補修見積数量を見積ることが可能となったことから、当該見積数量に基づく

負担見込額を計上することとしました。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

がそれぞれ153,983千円増加しております。
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４ 表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「シンジケートローン手数料」（前

連結会計年度500千円）は、金額的重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記しており

ます。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度

の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しておりま

す。

５ 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,494,288千円

(2) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と当座貸越契約を、取引銀行３行とコミットメ

ントライン契約をそれぞれ締結しております。これらの契約における当連結会計年度末の借入金未実行残

高等は次の通りであります。

契約極度額 8,850,000千円

借入実行残高 1,450,000千円

差引額 7,400,000千円

６ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数 (株)

当連結会計年度
増加株式数 (株)

当連結会計年度
減少株式数 (株)

当連結会計年度末
株式数 (株)

普通株式 19,070,000 19,070,000 － 38,140,000

(注) 普通株式の発行済株式数の増加19,070,000株は、株式分割による増加であります。
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(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年３月26日
定時株主総会

普通株式 238,335 12.5 2020年12月31日 2021年３月29日

(注) 2021年３月26日定時株主総会による配当金の総額には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給
付信託（ＥＳＯＰ）が保有する自己の株式に対する配当金2,868千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年３月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 381,335 10.0 2021年12月31日 2022年３月28日

(注) 2022年３月25日定時株主総会による配当金の総額には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）及び従業員株式給
付信託（ＥＳＯＰ）が保有する自己の株式に対する配当金3,067千円が含まれております。

７ 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に

よる方針であります。デリバティブは、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクを回避するために利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規程に従い営業部門が定期的にモニタリングし、残高管理を行いリスクの低

減を図っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒

されております。また、借入金の金利については定期的な市場金利の状況を把握しております。

なお、デリバティブはデリバティブ管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしておりますが、当連結

会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ

取引を行うこととしております。

当社グループの保有する投資有価証券は、主として株式であり市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。株式については定期的に時価や発行先企業の財務状況等を把握しております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 3,818,814 3,818,814 －

(2) 受取手形及び売掛金 *１ 2,756,503 － －

貸倒引当金 △6,109 － －
2,750,394 2,750,394 －

(3) 投資有価証券 1,096,642 1,096,642 －

資産計 7,665,850 7,665,850 －

(4) 買掛金 677,574 677,574 －

(5) 短期借入金 1,455,000 1,455,000 －

(6) 未払金 876,449 876,449 －

(7) 未払法人税等 1,098,435 1,098,435 －
(8) 長期借入金 *２ 1,260,000 1,259,352 647

負債計 5,367,459 5,366,811 647

*１ 受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
*２ １年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含まれております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格によっております。

負 債

(4) 買掛金、(5) 短期借入金、(6) 未払金及び（7) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(8) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表金額 (千円)

非上場株式 *１ 145,737

長期未払金 *２ 377,613

*１ 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、連

結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。

*２ 長期未払金は、役員退職慰労金の打切り支給に係る債務であり、当該役員の退職時期が特定されておら

ず、時価を把握することが極めて困難と考えられるため、記載しておりません。

８ １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 366円02銭

(2) １株当たり当期純利益 72円17銭

(注) 当社は、2021年12月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。当

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定

しております。

９ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10 その他の注記

(新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積り)

前連結会計年度末においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響が徐々に縮小していくと仮定してお

りましたが、当連結会計年度末では、その後の感染拡大状況を踏まえ、翌連結会計年度以降も感染拡大に

伴う影響が継続すると仮定して、会計上の見積りを行っております。
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株主資本等変動計算書

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計事業拡張
積立金

圧縮
積立金

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,779,316 2,729,716 2,403,067 5,132,783 22,350 100,000 4,456 188,130 963,000 1,496,090 2,774,026

当 期 変 動 額

剰余金の配当 － △235,466 △235,466

当 期 純 利 益 － 2,089,254 2,089,254

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 355 355 －

圧縮積立金の取崩 － △975 975 －

特別償却準備金の取崩 － △47,170 47,170 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ －

当期変動額合計 － － 355 355 － － △975 △47,170 － 1,901,934 1,853,788

当 期 末 残 高 2,779,316 2,729,716 2,403,423 5,133,139 22,350 100,000 3,480 140,959 963,000 3,398,024 4,627,814

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △346,640 10,339,486 11,728 11,728 10,351,214

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △235,466 △235,466

当 期 純 利 益 2,089,254 2,089,254

自己株式の取得 △121 △121 △121

自己株式の処分 114,856 115,212 115,212

圧縮積立金の取崩 － －

特別償却準備金の取崩 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ 416,845 416,845 416,845

当期変動額合計 114,735 1,968,880 416,845 416,845 2,385,725

当 期 末 残 高 △231,904 12,308,366 428,573 428,573 12,736,940
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個 別 注 記 表
自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ その他有価証券

市場価格のあるもの

事業年度末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により、売却原価は、移

動平均法による）を採用しております。

市場価格のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次の通りであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次の通りであります。

ソフトウエア ５年
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③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員株式給付引当金、従業員株式給付引当金

株式交付規程に基づく当社の取締役および従業員への当社株式の交付に備えるため、当事業年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

③ 製品保証引当金

製品の販売後に発生する補償費用（無償のアフターサービスに要する費用）に備えるため、将来の補修

見積数量に基づく負担見込額を計上しております。

④ ポイント引当金

顧客に付与したポイントの利用による費用負担に備えるため、使用実績率に基づく負担見込額を計上し

ております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理してお

ります。

② 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２ 会計上の見積りに関する注記

たな卸資産の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,741,074千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

商品及び製品の評価方法は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。当社の商品及び製品にはキャンプ用品を主としたア

ウトドア製品、アパレル製品等があり、以下の方法により、収益性の低下の事実を計算書類に反映さ

せております。

しかし、当初想定できなかった商品及び製品需要等により、在庫状況に変化が生じた場合には、翌

事業年度における追加のたな卸資産の評価損が計上される可能性があります。

①アウトドア製品

一定の回転期間を超過する品目について、過去の販売状況及び今後の販売方針を検討し、滞留在庫

と判定したものは帳簿価額を正味売却価額又は処分見込価額まで切り下げております。

②アパレル製品

アパレル製品には、複数シーズンにわたり継続して管理・販売している定番品と「春夏」と「秋

冬」単位で管理・販売しているシーズン品があります。

・定番品

販売開始後一定期間以内のものは、一定の回転期間を超過する品目について、過去の販売状況及び

今後の販売方針を検討し、滞留在庫と判定したものは帳簿価額を正味売却価額又は処分見込価額まで

切り下げております。さらに、販売開始後一定期間経過後は、一定の回転期間を超過する品目につい

て、規則的に帳簿価額を切り下げております。

・シーズン品

販売開始後の経過期間に応じて規則的に帳簿価額を切り下げております。

関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 3,102,631千円（うち、英国子会社株式は289,140千円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、関係会社株式の評価について、実質価額が50％程度以上低下している場合には、事業計画等の

将来の計画を入手し、回復可能性について検討し、回復可能性が見込めない場合には減損処理を行うこと

としております。

当事業年度においては、英国子会社株式の実質価額が50％以上低下しておりますが、事業計画を入手し

将来の回復可能性を検討した結果、当事業年度における英国子会社株式の減損処理は必要ないと判断して

おります。

当該事業計画の策定時に使用された見積りや仮定には不確実性が伴うため、その後の実績が事業計画を

下回った場合など、事業計画に基づく業績回復が予定どおり進まないことが判明した場合は、翌事業年度

の計算書類において、英国子会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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３ 会計上の見積りの変更に関する注記

（製品保証引当金）

製品保証引当金は、製品の販売後に発生する補償費用(無償のアフターサービスに要する費用)に備える

ため、過去の実績率に基づく負担見込額を計上しておりましたが、当事業年度において補修実績のデータ

ベース化により、将来の補修見積数量を見積ることが可能となったことから、当該見積数量に基づく負担

見込額を計上することとしました。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ

153,983千円増加しております。

４ 表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「関係会社長期貸付金」（前事業

年度145,201千円）は、金額的重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

（損益計算書）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「シンジケートローン手数料」（前事業

年度500千円）は、金額的重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年

度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

５ 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,169,848千円

(2) 保証債務

株式会社スノーピーク白馬の金融機関からの借入金850,000千円に対して、債務保証を行っております。

(3) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務（区分表示しているものを除く）は下記の通りであります。

短期金銭債権 458,374千円

短期金銭債務 77,083千円
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(4) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を、取引銀行３行とコミットメ

ントライン契約をそれぞれ締結しております。これらの契約における当事業年度末の借入金未実行残高は次

の通りであります。

契約極度額 7,700,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 7,100,000千円

６ 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 2,322,556千円

外注費 493,799千円

仕入高 81,647千円

その他の営業取引高 91,151千円

営業取引以外の取引による取引高 11,644千円

(2) 減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失 (千円)

東京都 1店舗 店舗
建物

工具、器具及び備品
9,760

当社は、部門別損益管理区分に基づき、各店舗を最小単位とし、海外支店については店舗を含めた支店全

体を１つの単位として、それぞれグルーピングを行っております。

国内の直営店において、移転を意思決定した店舗について、当該建物等の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。なお、当該資産の回収可能額は使用価値

により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため零としております。
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７ 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首株式数 (株)

当事業年度

増加株式数 (株)

当事業年度

減少株式数 (株)

当事業年度

期末株式数 (株)

普通株式 232,681 156,635 76,126 313,190

(注) 当事業年度期首の自己株式（普通株式）には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式

132,884株、及び従業員株式給付信託（ＥＳＯＰ）が保有する当社株式96,629株が含まれております。

当事業年度期末の自己株式（普通株式）には、役員株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式

181,068株、及び従業員株式給付信託（ＥＳＯＰ）が保有する当社株式125,706株が含まれておりま

す。

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次の通りであります。

株式分割（１：２）による増加 156,595株

単元未満株式の買取による増加 40株

(2) 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項

① 当期首及び当期末の自己株式に含まれる信託が保有する自社の株式数

当期首 229,513株 当期末 306,774株

② 当期に増加又は減少した自己株式数に含まれる信託が取得又は売却、交付した自社の株式数

増加 153,387株

減少 76,126株

③ 配当金の総額に含まれる信託が保有する自社の株式に対する配当金額

3,067千円
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８ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 43,251千円

長期未払金 115,172千円

従業員株式給付引当金 18,206千円

製品保証引当金 39,409千円

ポイント引当金 95,854千円

資産除去債務 66,690千円

投資有価証券評価損 52,843千円

未払事業税 46,868千円

減損損失 15,463千円

その他 24,211千円

繰延税金資産小計 517,972千円

評価性引当額 △124,245千円

繰延税金資産合計 393,726千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 40,293千円

圧縮積立金 1,527千円

特別償却準備金 61,859千円

その他有価証券評価差額金 188,079千円

繰延税金負債合計 291,759千円

繰延税金資産純額 101,966千円
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９ 関連当事者との取引に関する注記

子会社

(単位：千円)

名称 所在地

資本金

又は

出資金

事業の内容

議決権の数 関連

当事者

との

関係

役員の

兼任
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高所有

割合

（％）

株式会社スノー

ピーク白馬

長野県

北安曇郡

白馬村

99,500

長野県北安

曇郡白馬村

における商

業施設運営

97.49 子会社 有
債 務 保 証

（注)１
850,000 － －

Snow Peak USA,

Inc.
米国 2,026,350

米国におけ

る当社製品

の販売

100 子会社 有

資金の貸付

利息の回収

（注)２

300,821

1,862
関 係 会 社

短期貸付金
－

Snow Peak

London,

Limited.

英国 289,140

英国におけ

る当社製品

の販売

100 子会社 有
資金の貸付

（注)３
336,285 関係会社長期貸付金 481,487

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針
１. 株式会社スノーピーク白馬の銀行借入につき、債務保証を行っております。なお、これに伴う保証

料の支払いは受けておらず、取引金額は事業年度末日の保証残高であります。
２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け

入れておりません。
３．資金の貸付については、子会社の状況を勘案して利息を受け取っておりません。なお、担保は受け

入れておりません。

10 １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 336円72銭

(2) １株当たり当期純利益 55円29銭

(注) 当社は、2021年12月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。当

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定して

おります。

11 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

12 その他の注記

連結注記表〔その他の注記〕に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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